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ソ新血液法で、医療機関は、血液製剤の適正使用推進に   
取り組む責務を持つことになった。   

こチまた、国および都道府県はこれを支援する役割を   
担っている。   

ソ日本赤十字社は薬事法で安全性確保のために適正使用の   
普及を図る義務を負うことになった。  代表世話人  

東海大学医学部付属病院   
執胞移格再生医虎科  

加藤 俊一  

代理発表者  
神奈川≠赤十字血液センター  

相葉頒－  

輸血療法適正化の推進   

同一地域の医療機関同士で輸血療法の違いを比較す  

ることによって、自らの病院における輸血療法を他  

の病院と大きな違いのない標準的な投与法に整合さ  

せてゆ＜ための情報が得られ、適正化を推進するこ  

とができる。  

V神奈川県では平成17年から、医療機関・行   
政・血液センターの三吉が一体となった神奈川   
県合同輸血療法委員会を設立し、適正輸血実現   
にむけた活動を開始した。  

ソ行政・医療機関・血液センターの代表を集めた   
組村作りが重要。  

耶 庫  
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世話人の専門領域  
1．コンピュータ化が進んだ現在、担当者の情報収集は以前に比   
べて容易になっている。   

2．し力lし、各医療機関の輸血担当者が得ることのできる輸血情   
報を個人の判断では第≡者に開示できない。   

3．行政が要請することで、地域内医療機偶の編血療法に飼わる   
情報の収集開示が容易になる。   

4．医療機関の相互比較は、自らの病院の輸血療法の立ら位置を   
見るのに有用である。   

5．県という単位は、関係者が集まるのに適当なサイズである。  

一般外科  

生体制御・麻酔科   

心臓血管外科   

血液腫瘍内科  

細胞移植再生医療科  

血液内科  

輸血部   

臣岳床検査技術科  

血液・再生医療科  

輸血医療科  

全国の状況（平成17年）  
福岡県に続いて、秋田も平成†4年から開始。平成14年から先進的な県として  
山梨、新潟、三重、富山などが合同輔血療法委員芸を始めた。  
東京都も無心に使用状況調査を行った。神奈川県は平成17年lこ発足した．   

平成17年度神奈川県合同編血療法委員会（第1固）の調査   

・編血管理体制の把握・施設毎の使用暮の把握（施設間比較）  

非常に高い集計蒙古果が得られた。（県の添え状を同封  
療法委員会の設；茎率は低力＼った． 51％  
廃棄率の把握はよ＜できていた。  
アンケートカ嘔Ⅰ収できた病院の使用血液呈  

赤血球事巴握率＞80％  

♯血療法委員会の設正状況ln＝178）  

適正使用の普及と自己血輸血のガイドライン  

講演：久留米大学病院 佐川 公矯 先生  
1．福岡県輸血療法委員会合1司会議の紹介  

2．久留米大学病院での自己血輔血の現状  

3．自己血輸血の指針改訂版（案）  

調査報告  
（1）神奈川県内における輔血管理料についての調査  

（2）神奈川県内における自己血焔血に関する調査  

①管理部門  e）診療科別   

神奈川の使用血液の   
約10％は自己血  

であることがわかった。   
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平成2m   
H20年度 第1垣世吉孟人芸の開催 （かなガ†）県民センター）   

平成20馴ヨ   
アンケート内容打ち合わせ会議  （神奈川県赤十字血液センター 合ヨ讐）   

平成20箋9月138  
日本編血・細胞治療学芸 関東甲信越支部I発会  

「神奈川県lこおける合局輸血虔；去委員会の望i勤】状況」   

平成20年9月188   
す生労鞠苔  

「平成20年虔全国昌同篤血療法委員会成果報告芸」   

平成20年10月…1】月   
アンケート実施  

平皿   
H20年虔 諷2由世話人去の綺催   （かながわ窮民センター）  

平成21年1月10日  

H20年度神奈川照合同幅血療法委員会（全体会合）  
開催  （横浜市西公会堂143D～1730）  

主催二神奈川舜合同編血療法委員会  

共催：神奈川県、日本編血・細胞治療学会関東甲信越支部  

神奈川県内赤十字血液センター  

後援：厚生労働省、横浜市健康福祉局、県医師会、県病院協会  

舜病院薬剤師芸、県臨床衛生検査技師会  

参加苔：219名  

（医師34名、薬剤師31名、検査技師133名、看護師6名、その他15   
各）  

委員会内容   

1．挨拶 世話人代表、県保証福祉部次長   

2．講演  

「新鮮凍結血葬とアルブミンの適正使用ならびに  
血奨分函製剤の国内自給について」  

厚生労働省 医薬良品局血液対茶認  諾長補佐  秋野出道 先生   

3．適正使用実践のための実感調査・結果報告  

① 輸血業務体制  
輸血療法関連の診療報酬体系について  
2007年の管理体制について  
輸血療法委員会について  

② 新鮮凍結血葬とアルブミンの使用状況  

③ 小児輸血に関する調査  
昨年度までの調査では小児領は眉眉いていた。  

小児輸血に絹化した言局盃を実施し実態を把握することを臼的とする。  

④ 小規模病院での輸血検査に関する調査  
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まとめ（北里大学病院）   

り編血療法の適正化は、診療各科の理解を得られている。  

V忘豆忘≦忌級毀。  
UALB／RBC比は、1，0前後と適正なレベルを推移していた。   

・．チアルフミン製剤は救急、芳引ヒ器外科、心鼠血管外科で約60％を   
占めている。   

ワァルプミン製剤の投与は、3日以内が約85％を占めている。   

￥アルフミン製剤の長期投与は少数で、診療科はアルフミンの   
過剰投与を意讃して使用していた。   

・ノアルフミン製剤の査定率（社保）は約3％であった。   



ソ神奈川県内では、ほとんどの施設で「血液製剤の使用指   

針」に準じた輔血療法が行われていた。   

ソ新生児期を過ぎた乳児、小児、学童に対する輸血に対して   

は、ほぼ成人の使用指針に準じた編血療法が行われている。  

t一新生児には、エビデンスに茎つ＜ガイドライン作成が必要   

である。   

ソ編血成分の安全な無菌分割の実施、輸血専用冷蔵庫の配備   

をできるだけ早く整備していく必要がある。  

アンケート依頼先：平成19年度に赤血球製剤の供給のあった  
42旦医鹿洩盟  

回収施設：2ヱ5医應農鼠（回収率：65．5％）  

0－19  

20－99   

1（X｝299  108  37．709  82（759％）  

5（）D   
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検査技師の配置と検査状況  

検査外注施設  非外注施設   

対象施設  141  

匝】各施設  81  

検査技師あり施設  17   3  

検査技師なし施設  64   

無巨l害施設  60  

まとめ  

Y診療所における輸血療法は1的には少ないか、施設数は大変多い。   

ソ診療所では編血検査の実贈は低レベルであった。   

ゝ一診療所の十任医師の輸血検査に関する詮議は低かった。   

V診療所の多＜は臨床検査技師が配置されていないので、十分な輸血検   

査を実施するためには外部の検査機関の協力が不可欠と考えられた。   

V開業医であっても編血実施時には血液型判定としてABオモテ・ウラ   

検査および付1D抗頗確認検査、不規則抗体スクリーニング、そして   
間接クームスによる交差試験の3点セットが必須であることを医師会   
などを通じて働きかけてゆくことが必要である。  

これまでの成果   

1．全血使用の廃止   

2．FFPやアルブミンの使用に病院間較差がある  
という認識の共有化   

3．血奨交換におけるFFP使用量を輸血管理料に算定   

4．使用1の大きな大学病院での輸血管理科取得   



加藤教授が4年にわたって合同輸血療法委員会の  
代表世話人を勤められたことの影響が大きい。  
過去には年間8万単位を超える血液を使用する  
E］本最大の血液使用病院でFFP／RBC比率は＞2．0、  
ALB／FFP比率は＞3．0であった。   

FFP／RBC比率が＜0．8、ALB／RBC比率が＜2．0を  
達成し、昨年輸血管理料1を取得した。   

この4年間に定期的な、輸血療法委員会の中で  
東海大学病院が管理料を取得するためには、  
FFP使用量、AしB使用量の削減が必要であることを  
診療科別データの提示、保険査定症例の症例検討が  
繰り返し実施された。  

透過油＝覇鏑淳血d浅   誌紳㈲㈱網棚腰痛離  

・     I■  

比丘    ■▼甥仁王妄て芯．ぷ厳gヨ「，∫  

語調品評電弧  

亨，服芸椚相関訂  
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